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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第２四半期
連結累計期間

第７期
第２四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自2021年６月１日
至2021年11月30日

自2022年６月１日
至2022年11月30日

自2021年６月１日
至2022年５月31日

売上高 （千円） 4,479,797 4,755,113 9,130,846

経常利益 （千円） 131,563 73,568 272,202

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 85,941 48,246 173,532

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 85,941 48,246 173,532

純資産額 （千円） 1,974,600 2,066,191 2,062,190

総資産額 （千円） 4,399,694 4,674,480 4,627,539

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 13.61 7.63 27.47

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.9 44.2 44.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 127,034 89,618 169,499

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △74,288 △154,707 △184,249

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △97,833 △18,612 △13,138

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,852,336 1,785,833 1,869,535

 

回次
第６期

第２四半期
連結会計期間

第７期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年９月１日
至2021年11月30日

自2022年９月１日
至2022年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 6.30 5.81

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日）における当社グループを取り巻く事業環境に

おいては、新型コロナウイルス感染症の急拡大に加え、原材料価格及びエネルギー価格の高騰等が重なり、先行き

は不透明な状況が続きました。

こどもと家庭を取り巻く環境は、婚姻数の減少、少子化の加速、新型コロナウイルス感染症を背景とした保育園

の利用控えなど、めまぐるしく変化しております。政府は「新子育て安心プラン」として2024年度末までに約14万

人分の保育の受け皿を整備する方針を打ち出しており、更に2023年４月に「こども家庭庁」を創設することが閣議

決定し、子育てしやすい環境整備について政府を挙げて取組む姿勢はより強まっております。

このような状況の中、当社グループは、働きながら育児と両立できる環境をより多くの方に提供できるよう雇用

の創出に取組んでまいりました。放課後・保育両事業においては、子育て需要の高い地域における施設数拡大に対

応するため運営体制の強化を継続しております。

売上高においては、2022年４月に新規開設した保育園の増加及び既存園における園児数増加が大きく寄与し増収

となりました。営業利益においては、年度途中での積極的な園児受入れを行うため、職員増員により労務費が増加

し原価率が上昇したことに加え、就労支援事業における新型コロナウイルス感染症の影響等による減収影響及び中

期的な放課後施設及び保育施設増加に備えた本部人員を増強したことで減益となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,755,113千円(前年同期比6.1％増)、営業利益は64,310千円

(同50.9％減)、経常利益は73,568千円(同44.1％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は48,246千円(同43.9％

減)になりました。

 

セグメントごとの経営成績の概要は、次のとおりであります。

①就労支援事業

就労支援事業につきましては、「仕事と家庭の両立応援企業」としてより多くの女性へライフステージにあわせ

た働き方を提供するため、様々な業種の企業に対し人材の適正配置によるコストダウンを可能とする人材支援の提

案を行っております。

売上高においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、７月から９月にかけコールセンター業務従事者の

欠勤が多数発生し稼働時間数が減少したこと及び派遣の新規需要に対し派遣スタッフ確保に遅れが出たこと等によ

り減収となりました。利益面においても減収による影響で減益となりましたが、既存クライアントからは新たな業

務の依頼が増加しており、新規需要も旺盛のため、第３四半期以降、派遣スタッフ確保に力を入れてまいります。

以上の結果、就労支援事業の売上高は1,259,433千円(前年同期比5.6％減)、セグメント利益は36,386千円(同

34.0％減)となりました。

 

②放課後事業

放課後事業につきましては、引続き新型コロナウイルス感染予防ガイドラインに則り、安全・安心な施設運営に

努めております。新型コロナウイルス感染症拡大による、全体運営及び業績への影響は軽微でした。

行事やイベント等をコロナ前の状況に徐々に戻し、子どもたちが安心して「明日も来たい」と思える施設運営を

目指してまいります。

このような状況の中、当社グループが運営する放課後施設は、2022年11月末現在、公立（地方自治体からの委

託）133施設、私立小学校アフタースクール10施設、民間1施設の合計144施設となりました。当連結会計年度にお

いて2023年４月からの開設を予定している施設は公立25施設となり、新規開設に向けた準備を進めてまいります。

売上高においては運営施設数は前期末からの変化はありませんが、既存施設の利用児童数増加による教室数の増

加、受託自治体において原価にあわせた請求が可能となったことにより、増収となりました。利益面においては、

小学校の夏休み期間対応人員の採用費用の増加及び中期的な運営強化を目的とした本部人員増加に伴い減益となり

ました。

以上の結果、放課後事業の売上高は1,467,535千円(前年同期比4.0％増)、セグメント利益は56,527千円(同

10.7％減)となりました。

 

③保育事業
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保育事業につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大により一部の施設において一時的な休園やクラス閉鎖

を余儀なくされる状況がありましたが、施設運営は本来の姿を取り戻しつつあります。引続き自治体等と連携しな

がら感染予防のガイドラインに則り、利用園児及び職員の感染防止に努めております。

2022年４月１日時点における全国の待機児童数は、2,944人と前年同時点から2,690人減少しましたが、女性の就

業率は上昇傾向にあり、保育所等の施設利用率は50.9％（前年比1.5％増）と引続き底堅い需要は続く見込みで

す。

このような状況の中、当社グループの保育施設利用園児数は順調に増加しております。当社グループが運営する

保育施設は、10月に地域子育て支援施設１施設が開設し、認可保育園26施設、小規模認可保育園11施設、企業主導

型保育園３施設、地域子育て支援施設３施設となり、計43施設となりました。当連結会計年度において2023年４月

からの開設を予定している施設は認可保育園３施設、小規模保育園１施設、事業所内保育２施設、指定管理１施

設、計７施設となり、新規開設に向けた準備を進めてまいります。

また、園庭芝生化事業を展開する株式会社セリオガーデンは、2023年５月期中に20施設の新規施工数を予定し、

高校グラウンド大型受注など順調に伸張しています。

売上高においては、待機児童の多い立地での新規開設により開園時募集での園児数が増加したことに加えて、既

存園の園児数が増加したため増収となりました。利益面においては、年度途中での積極的な園児受入れを行うため

労務費が増加したこと及び中期的な運営強化を目的とした本部人員増加に伴う人件費等の増加により減益となりま

した。

以上の結果、保育事業の売上高は2,028,144千円(前年同期比17.0％増)、セグメント利益は60,022千円(同35.1％

減)となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて46,940千円増加し4,674,480千円とな

りました。その主な要因は、建設仮勘定が154,642千円、差入保証金が19,279千円それぞれ増加し、現金及び預金

が83,701千円、建物及び構築物が34,884千円それぞれ減少したことによるものです。

 

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて42,939千円増加し2,608,288千円とな

りました。その主な要因は、短期借入金が75,400千円、設備投資未払金が50,930千円それぞれ増加し、長期借入金

が49,032千円、契約負債が44,238千円それぞれ減少したことによるものです。

 

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて4,000千円増加し2,066,191千円とな

りました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加48,246千円と配当

金の支払による利益剰余金の減少44,245千円によるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

83,701千円減少し、当第２四半期連結会計期間末は1,785,833千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、以下のとおりでありま

す。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益72,955千円、減価償却費61,783千円、預り金

21,168千円、未払費用7,677千円がそれぞれ増加したことによる収入、契約負債の減少44,238千円、法人税等の支

払い25,873千円による支出等により89,618千円の収入（前年同期は127,034千円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出134,444千円、差入保証金の差入による

支出19,638千円、建設協力金の回収による収入3,448千円等により154,707千円の支出（前年同期は74,288千円の支

出）となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の借入れによる収入75,400千円、配当金の支払による支出

42,000千円、長期借入金の返済による支出49,032千円等により18,612千円の支出（前年同期は97,833千円の支出）

となりました。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(7）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,200,000

計 9,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,329,400 6,329,400
東京証券取引所

（グロース市場）

１単元の株式数は

100株であります。

計 6,329,400 6,329,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年９月１日～

2022年11月30日
－ 6,329,400 － 693,263 － 841,033
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（５）【大株主の状況】

  2022年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

若濵　久 大阪市阿倍野区 2,311,250 36.58

株式会社ＫＤＴ 大阪市北区野崎町１番22号 900,000 14.24

セリオグループ従業員持株会 大阪市北区堂島１丁目５番17号 307,568 4.87

中村　明裕 滋賀県近江八幡市 161,250 2.55

海老　雅和 神戸市東灘区 128,404 2.03

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目6番1号 77,000 1.22

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 60,700 0.96

五味　大輔 長野県松本市 50,000 0.79

牛島　星地 神戸市東灘区 47,200 0.75

徳田　克紀 三重県度会郡玉城町 42,000 0.66

計 － 4,085,372 64.65

（注）上記の所有株式数は株主名簿に基づき記載しております。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 10,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,314,300 63,143 －

単元未満株式 普通株式 4,800 － －

発行済株式総数  6,329,400 － －

総株主の議決権  － 63,143 －
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②【自己株式等】

    2022年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

株式会社ＳＥＲＩＯ

ホールディングス

大阪市北区堂島一丁目５

番17号
10,300 － 10,300 0.16

計 － 10,300 － 10,300 0.16

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年９月１日から2022

年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,869,535 1,785,833

売掛金及び契約資産 667,720 663,785

前払費用 102,867 106,224

未収入金 11,990 13,160

その他 24,101 14,683

貸倒引当金 △562 △809

流動資産合計 2,675,652 2,582,878

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※ 1,178,613 ※ 1,143,728

工具、器具及び備品（純額） ※ 63,975 ※ 76,566

土地 161,735 161,735

リース資産（純額） 2,680 2,278

建設仮勘定 14,374 169,016

有形固定資産合計 1,421,378 1,553,325

無形固定資産   

施設利用権 10,583 11,859

ソフトウエア ※ 6,697 ※ 4,954

リース資産 4,202 2,497

その他 1,007 944

無形固定資産合計 22,490 20,255

投資その他の資産   

出資金 10 10

差入保証金 187,027 206,306

長期前払費用 64,930 58,507

繰延税金資産 53,689 61,770

保険積立金 35,674 37,035

建設協力金 120,903 117,454

その他 45,783 36,935

投資その他の資産合計 508,017 518,020

固定資産合計 1,951,886 2,091,601

資産合計 4,627,539 4,674,480
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,455 11,588

短期借入金 － 75,400

１年内返済予定の長期借入金 98,064 98,064

リース債務 5,264 3,239

未払金 81,009 83,156

設備投資未払金 12,053 62,983

未払配当金 － 2,245

未払費用 689,170 696,847

未払法人税等 46,383 38,854

未払消費税等 85,475 72,003

契約負債 202,755 158,516

預り金 157,203 178,421

流動負債合計 1,388,834 1,481,321

固定負債   

長期借入金 912,272 863,240

リース債務 2,918 1,963

資産除去債務 261,322 261,763

固定負債合計 1,176,513 1,126,967

負債合計 2,565,348 2,608,288

純資産の部   

株主資本   

資本金 693,263 693,263

資本剰余金 671,753 671,753

利益剰余金 703,946 707,947

自己株式 △6,772 △6,772

株主資本合計 2,062,190 2,066,191

純資産合計 2,062,190 2,066,191

負債純資産合計 4,627,539 4,674,480
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

売上高 4,479,797 4,755,113

売上原価 3,667,071 3,962,289

売上総利益 812,726 792,824

販売費及び一般管理費 ※ 681,666 ※ 728,514

営業利益 131,060 64,310

営業外収益   

受取利息 8 8

助成金収入 3,450 13,585

雑収入 2,133 1,973

営業外収益合計 5,592 15,567

営業外費用   

支払利息 4,348 4,310

雑損失 740 1,998

営業外費用合計 5,088 6,309

経常利益 131,563 73,568

特別利益   

補助金収入 － 752

特別利益合計 － 752

特別損失   

固定資産圧縮損 － 752

固定資産除却損 － 613

特別損失合計 － 1,365

税金等調整前四半期純利益 131,563 72,955

法人税、住民税及び事業税 45,678 32,791

法人税等調整額 △56 △8,081

法人税等合計 45,622 24,709

四半期純利益 85,941 48,246

親会社株主に帰属する四半期純利益 85,941 48,246

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

四半期純利益 85,941 48,246

四半期包括利益 85,941 48,246

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 85,941 48,246
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 131,563 72,955

減価償却費 55,555 61,783

固定資産圧縮損 － 752

貸倒引当金の増減額（△は減少） 199 247

受取利息及び受取配当金 △8 △8

支払利息 4,348 4,310

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 266 2,764

前払費用の増減額（△は増加） 74,878 △633

仕入債務の増減額（△は減少） 998 132

契約負債の増減額（△は減少） △54,382 △44,238

未払金の増減額（△は減少） △19,770 △8,867

未払費用の増減額（△は減少） 26,584 7,677

預り金の増減額（△は減少） 38,276 21,168

未払消費税等の増減額（△は減少） △36,826 △13,471

その他 9,293 15,241

小計 230,976 119,816

利息の受取額 8 8

利息の支払額 △4,359 △4,332

法人税等の支払額 △99,592 △25,873

営業活動によるキャッシュ・フロー 127,034 89,618

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △59,716 △134,444

建設協力金の回収による収入 3,448 3,448

無形固定資産の取得による支出 △232 △1,766

差入保証金の回収による収入 － 359

差入保証金の差入による支出 △6,882 △19,638

その他 △10,905 △2,665

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,288 △154,707

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 75,400

長期借入金の返済による支出 △40,800 △49,032

配当金の支払額 △44,305 △42,000

自己株式の取得による支出 △23,550 －

自己株式の処分による収入 17,098 －

リース債務の返済による支出 △6,275 △2,980

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,833 △18,612

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,087 △83,701

現金及び現金同等物の期首残高 1,897,424 1,869,535

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,852,336 ※ 1,785,833
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（2022年５月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2022年11月30日）

建物及び構築物 2,561,515千円 2,562,267千円

工具、器具及び備品 147,995 147,995

ソフトウエア 13,692 13,692

計 2,723,203 2,723,956

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2021年６月１日
　　至 2021年11月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年６月１日

　　至 2022年11月30日）

給与手当 303,708千円 319,016千円

支払手数料 66,533 71,028

法定福利費 55,530 57,122

租税公課 49,796 58,978

役員報酬 33,099 33,885

採用教育費 35,973 37,582

退職給付費用 3,482 3,841

貸倒引当金繰入額 199 247

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2021年６月１日
至 2021年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2022年６月１日
至 2022年11月30日）

現金及び預金勘定 1,852,336千円 1,785,833千円

現金及び現金同等物 1,852,336 1,785,833

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年８月27日

定時株主総会
普通株式 44,305 7.00 2021年５月31日 2021年８月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年７月19日開催の取締役会の決議に基づき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）による買付けを行い、2021年７月20日に当社普通株式30,000株を取得いたしました。また、

2021年９月21日開催の取締役会の決議に基づき、同年10月18日付で、譲渡制限付株式報酬として自己株式

21,373株を処分いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間末において自己株式は6,772千円となっ

ております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月29日

定時株主総会
普通株式 44,245 7.00 2022年５月31日 2022年８月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 就労支援事業 放課後事業 保育事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,334,357 1,411,147 1,733,639 4,479,144 653 4,479,797

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,334,357 1,411,147 1,733,639 4,479,144 653 4,479,797

セグメント利益 55,123 63,281 92,547 210,953 △79,892 131,060

（注）１．売上高の調整額653千円は報告セグメントに帰属しない売上高であり、セグメント利益の調整額△79,892千円

は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 就労支援事業 放課後事業 保育事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,259,433 1,467,535 2,028,144 4,755,113 － 4,755,113

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,259,433 1,467,535 2,028,144 4,755,113 － 4,755,113

セグメント利益 36,386 56,527 60,022 152,937 △88,626 64,310

（注）１．セグメント利益の調整額△88,626千円は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社の報告セグメントを売上先別、地域別

及び収益の認識時期別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

 

前第２四半期連結累計期間　（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント その他

(注)
合計

就労支援事業 放課後事業 保育事業

売上先別      

　国・地方公共団体 － 1,310,460 1,582,274 － 2,892,735

　民間その他 1,334,357 100,686 151,365 653 1,587,062

地域市場別      

　近畿圏 846,437 802,577 1,338,224 653 2,987,893

　首都圏 344,354 538,120 323,357 － 1,205,832

　東海他 143,565 70,448 72,058 － 286,072

収益認識の時期      

　一時点で認識する収益 1,334,357 100,686 1,433,034 653 2,868,731

　一定の期間にわたり認識する

収益
－ 1,310,460 300,605 － 1,611,066

外部顧客への売上高 1,334,357 1,411,147 1,733,639 653 4,479,797

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

 

当第２四半期連結累計期間　（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他 合計
就労支援事業 放課後事業 保育事業

売上先別      

　国・地方公共団体 － 1,358,377 1,825,600 － 3,183,978

　民間その他 1,259,433 109,157 202,544 － 1,571,135

地域市場別      

　近畿圏 773,017 763,809 1,483,415 － 3,020,242

　首都圏 324,746 631,182 356,540 － 1,312,470

　東海他 161,669 72,543 188,188 － 422,401

収益認識の時期      

　一時点で認識する収益 1,259,433 109,157 1,672,363 － 3,040,954

　一定の期間にわたり認識する

収益
－ 1,358,377 355,781 － 1,714,159

外部顧客への売上高 1,259,433 1,467,535 2,028,144 － 4,755,113
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2021年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日
至　2022年11月30日）

１株当たり四半期純利益 13円61銭 7円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 85,941 48,246

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
85,941 48,246

普通株式の期中平均株式数（株） 6,312,572 6,320,521

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年１月13日

株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中島　久木

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 塚本　　健

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＥＲ

ＩＯホールディングスの2022年６月１日から2023年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年９月

１日から2022年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス及び連結子会社の2022年11月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。
 

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。
 

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。
 
監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。
 
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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